
2019 年３月 29 日より 

「大分市⽴地適正化計画」に基づく届出が必要です 
大分市では、都市再生特別措置法に基づき、「大分市立地適正化計画」を 2019（平成 31）年 3 月

29 日に公表しました。 ※2024（令和６）年 3 月 29 日改訂 

2019（平成 31）年 3 月 29 日以降、居住推奨区域外における一定規模以上の住宅の建築等、都市

機能誘導区域外における誘導施設の建築等、または、都市機能誘導区域内における誘導施設の休廃止の

際には、市長への届出が必要となりました。 

●届出の対象となる区域・⾏為  ※都市計画区域内のみ 
（１）住宅の建築等の届出（都市再⽣特別措置法第８８条関係） 

居住推奨区域外の区域で、以下の行為を行おうとする場合には、市長への届出が必要です。 

開発⾏為 建築等⾏為 
・3 ⼾以上の住宅の建築目的の開発⾏為 
・1 ⼾または 2 ⼾の住宅の建築目的の開発

⾏為で、その規模が 1,000 ㎡以上のもの 

・3 ⼾以上の住宅を新築しようとする場合 
・建築物を改築し、または建築物の⽤途を変更して 3 ⼾

以上の住宅とする場合 

（２）誘導施設の建築等の届出（都市再⽣特別措置法第１０８条関係） 
都市機能誘導区域外の区域で、以下の行為を行おうとする場合には、市長への届出が必要です。また、

都市機能誘導区域内であっても、誘導施設の種類により届出が必要となります（下記一覧表参照）。 

（３）誘導施設の休廃止に係る届出（都市再⽣特別措置法第 10８条の２関係） 
都市機能誘導区域内で、当該都市機能誘導区域に係る誘導施設を休止または廃止しようとする場合に

は、市長への届出が必要です（下記一覧表参照）。 

〇誘導施設の一覧表（ ● ︓建築等の届出対象、 ☆ ︓休廃止の届出対象） 

 

開発⾏為 建築等⾏為 
・誘導施設を有する建築物の建築目的の開

発⾏為を⾏おうとする場合 
・誘導施設を有する建築物を新築しようとする場合 
・建築物を改築し、誘導施設を有する建築物とする場合 
・建築物の⽤途を変更し、誘導施設を有する建築物とする場合 
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商業 
大規模商業施設（10,000 ㎡超） ☆ ● ● ● ☆ ● ● ☆ ● 
大規模商業施設（1,000 ㎡超） ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ● 
商店街内店舗 ☆ ☆ ● ● ● ● ● ● ● 

子育て支援 こどもルーム ☆ ☆ ● ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ● 
福祉 社会福祉センター ☆ ● ● ● ● ● ● ● ● 
教育 大学、専修学校、各種学校 ☆ ● ● ● ● ● ● ● ● 

⽂化・交流 
⽂化会館・ホール、博物館 ☆ ● ● ● ● ● ● ● ● 
図書館 ☆ ● ● ● ● ● ● ● ● 
地区公⺠館 ☆ ☆ ● ● ☆ ☆ ☆ ☆ ● 

⾏政 市役所 ☆ ● ● ● ● ● ● ● ● 
支所 ● ☆ ● ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ● 

交通 
主要な鉄道駅（都市機能誘導区
域内の鉄道駅） ☆ ☆ ☆ ● ● ☆ ☆ ● ● 
バスターミナル ☆ ● ● ● ● ● ● ● ● 
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●居住推奨区域と都市機能誘導区域等の位置図 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
●届出の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
●提出の方法 

届出は、所定の届出様式に添付図書を添えて１部提出します。 

開発⾏為の場合 ●届出書（居住推奨区域︓様式第 10 都市機能誘導区域︓様式第 18） 
●添付図書（付近⾒取り図、設計図書、その他参考図書） 

建築等⾏為の場合 ●届出書（居住推奨区域︓様式第 11 都市機能誘導区域︓様式第 19） 
●添付図書（配置図、建築物の２⾯以上の⽴⾯及び各階平⾯図、その他参考図書） 

上記２つの届出内容
を変更する場合 

●届出書（居住推奨区域︓様式第 12 都市機能誘導区域︓様式第 20） 
●添付図書（上記の添付図書の変更となる図書） 

誘導施設の休廃止を
⾏う場合 

●届出書（様式第 21） 
 

 
「大分市⽴地適正化計画」に基づく届出制度に関するお問合せ先 

大分市都市計画部 都市計画課   〒870-8504  大分県大分市荷揚町２番３１号 
TEL︓097-537-5965  FAX︓097-536-7719 

※１  届出の詳細については、「大分市立地適正化計画届出の手引き」をご覧ください。 

※２ 居住推奨区域、および都市機能誘導区域の詳細については、都市計画課の窓口、または大分市のホームページ

（https://www.city.oita.oita.jp/）で確認することができます。 
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※⾏為に着⼿する３０⽇前までに 
 届出が必要となります。 

届出の対象
となる⾏為
の場合 

・届出をしなかったり、虚偽の届出をし
た場合、都市再生特別措置法に基づく
罰則規定があります。 

※届出制度の対象区域は、「大分都市計
画区域」です。 
「都市計画区域外」、「準都市計画区
域」は対象外です。 

注︓災害リスクの⾼い区域として「急傾斜地崩壊危険区域」「地すべり防止区域」「土砂災害特別警戒区域」「土砂災害
警戒区域」は居住推奨区域、都市機能誘導区域から除きます。最新の情報は、大分県のホームページ「土砂災害危険箇所
情報」をご参考にしていただき、詳細については、大分県土⽊事務所管理課へご確認ください。 


